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附則 

１ 令和元年１０月１日（以下「施行日」という。）の前日までに請求を受けた前金払については、増税分

（社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の

法律（平成２４年法律第６８号）第３条の規定による消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の一部改

正及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法

の一部を改正する法律（平成２４年法律第６９号）第２条の規定による地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）の一部改正によって、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の税率が引き上げ

られたことに伴い増額となった消費税等の額をいう。以下同じ。）に相当する額を控除するため、第３

５条中「、委託契約金額の」とあるのは「、委託契約金額（当該委託契約金額に１１０分の２を乗じて得

た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げた額）を除く。）の」と、「の委託契

約金額の」とあるのは「の委託契約金額（当該委託契約金額に１１０分の２を乗じて得た額（その額に１

円未満の端数があるときは、その端数を切り上げた額）を除く。）の」と、「委託契約金額に」とあるの

は「委託契約金額（当該委託契約金額に１１０分の２を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があると

きは、その端数を切り上げた額）を除く。）に」として、同条の規定を適用する。 

２ この契約の締結後、早期に業務が完了し、又はこの契約が解除されたことにより、受注者から施行日の

前日までに成果物の引渡しを受けた場合における業務完了の時又は契約解除の時に係る委託契約金額は、

業務完了の時まで又は契約解除の時までの委託契約金相当額（消費税に相当する額及び当該消費税の額を

課税標準として課されるべき地方消費税に相当する額を除く。以下この項において同じ。）に、当該委託

契約金相当額に１００分の８を乗じた額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）を加えて得た額とする。 

 

 


